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分担研究報告書 
 

病院フォーミュラリーの策定に係る標準的手法開発および地域医療への影響の調査研究 

 

地域フォーミュラリーに関する医師の意識調査 

 
研究分担者 島貫隆夫  日本海総合病院病院長 

 
 
研究要旨 

フォーミュラリーの策定に係る標準的手法開発にあたり、その基礎となる地域フォー
ミュラリーに関する医師の意識調査を行った。対象地域は、地域フォーミュラリーを実
施している山形県酒田地域、地域での取り組みを検討している横浜市金沢区、大阪府八
尾市の３地域とした。意識調査の回答を解析してみると、薬物療法の標準化、安全性に
対する高い意識など現場における医師の真摯な考えを確認することができた。さらに患
者の負担軽減、国の医療費節約という意識も極めて高かった。山形県酒田地域における
２年間にわたる地域フォーミュラリー運用の結果では、患者の負担軽減、医療費削減に
おける大きな効果が認められた。また診療所と病院での薬剤差異の解消、働き方改革へ
の寄与、地域包括ケアシステムのインフラとしての役割が期待されていることも明確に
なった。これらの事象を総括すると、地域フォーミュラリーが地域医療にとって今後必
要不可欠となる可能性が極めて高い。 
 
 

A．研究目的 

 
地域フォーミュラリーとは、地域の医療

機関等における標準的な薬剤選択の使用方
針に基づく採用医薬品集とその関連情報で
あり、それぞれの地域において策定・運用
されるものである。すなわち、最新のエビ
デンスや知見に基づいて医薬品の効能、有
効性、安全性、ひいては費用対効果等を踏
まえて、地域の医師や薬剤師等で協議して
作成される。さらに継続的にアップデート
される医薬品リストである。地域フォーミ
ュラリーは「標準的な薬物治療の推進」「医

療の質の向上」「安全・安心な医療の提供」
に必要不可欠であり、今後は全国のそれぞ
れの地域で作成運用されることが期待され
ている。 
そこで、フォーミュラリーの策定に係る

標準的手法開発を研究するにあたり、その
基礎となる医師に関する意識調査を行った。
地域フォーミュラリーに対する認識、導入
に当たっての阻害要因、医師の処方に対す
る影響、さらには医師と薬剤師との連携強
化の推進、地域で取り組む利点などを明確
にし、地域フォーミュラリー実施のため方
法論を確立するための基礎資料とする。 
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B．研究方法 

 
令和２年にアンケート調査を行った。対

象地域としては、まだ地域フォーミュラリ
ーの概念があまねく流布していないことを
鑑み、地域フォーミュラリーにー関心があ
る地域に絞って調査を行った。具体的には
既に地域フォーミュラリーを実施している
山形県酒田地域、地域での取り組みを検討
している横浜市金沢区、大阪府八尾市の３
地域とした。 
さらに 2018年 11月から既に地域フォー

ミュラリーを実施運用している山形県酒田
地域の医師において運用開始前の意識、特
に処方に対する不安や、導入後における意
識の変化などについて調査した。さらに地
域フォーミュラリー導入後における運用実
績について使用数量や薬剤費用等の観点か
ら評価を行った。データは地域において運
用されている調剤情報共有システムのデー
タ２次利用システムを活用して解析を行っ
た。 

 
C．研究結果 

 
1．山形県酒田地域、横浜市金沢区地域、 
大阪府八尾市地域における医師の意識調  
査 
上記３地域において地域フォーミュラリ

ーの課題を明確にすることを目的に医師の
意識調査を行った。それぞれの地域の診療
所医師、中核病院以外の病院医師、中核病
院医師について調査結果を解析した。 
 
（1.1）「医師の意識調査」の対象地域と回
答率 
 
調査地域は山形県酒田地域、横浜市金沢 

区地域、大阪府八尾市地域であり、調査票
回答数はそれぞれ 159、341、148 であった。
それぞれの地域において①診療所医師、②
中核病院以外の病院医師、③中核病院医師
の意識について解析を行った。医師区分で
の調査票回答数は、山形県酒田地域ではそ
れぞれ①46、②18、③95、横浜市金沢区で
は①41、②95、③205、大阪府八尾市では①
56、②35、③57 であった。全体では、病院
医師の回答数は 505、診療所医師は 143 で
あった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
山形県酒田地区での調査票回答率は

64.4％（159/247）であり、内訳は①診療所
医師が 46％（46/101）、②中核病院以外の
病院医師が 75％（18/24）、③日本海総合病
院医師が 78％（95/122）であった。酒田地
区の調査において、地域フォーミュラリー
策定内容を考慮して、研修医、皮膚科医師、
眼科医師は調査対象から外した。 

 
（1.2）年代と診療科 

 
調査票回答者の年齢分布では 30 代（189

名、29.2％）が最も多く、次いで 40 代（156
名、24.1％）、50 代（121 名、18.7％）、60
代（89 名、13.7％）、20 代（59 名、9.1％）、
70 代（27 名、4.2％）、80 代以上（7 名、
1.1％）の順であった。診療科は多岐にわた

図 1. 調査票回答数 
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り、ほぼ全ての診療科から回答を得ること
ができた。システム欠損値は 110であった。
回答の多い診療科では、整形外科（46）が
最も多く、次いで循環器内科（37）、産婦人
科（34）、消化器内科（33）、内科（32）、小
児科（30）、耳鼻咽喉科（30）、麻酔科（28）、
その他（25）、放射線科（23）、泌尿器科（21）
であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（1.3）治療薬の選択基準 
 
治療薬の選択基準では、全ての地域、診

療所・病院医師の区分において「効能効果
から決定（いわゆる効き具合などの実感）」
とする意見が最も多かった。次いで、「安全
性を重視（副作用が少ない）」、「使用経験」、
「エビデンス」が多く、「経済性を考慮」と
続いた。「指導医・専門医から教わった（影
響）」、「MR からの情報提供」は比較的少数
であった。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

（1.4）医薬品に関する情報源 
 
医薬品に関する情報源では、全般的に「医

薬品の添付文書」、「教科書や文献から」、
「MR・MS（医薬品卸売会社の営業担当者）
からの情報」をあげる回答が多かった。次
いで「インターネットの医薬品情報サイト」、
「病院や調剤薬局の薬剤師からの情報」と
続いた。「病院や調剤薬局の薬剤師からの情
報」は診療所医師に比較して病院医師で高
い傾向にあった。「その他」の自由記載では、
M3、PMDA、Carenet、Pubmed が多く、
次いで製薬会社サイト、日経メディカルな
どからも情報を得ているとのことであった。
一部 UpToDate、今日の臨床サポートを活
用している医師もいた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（1.5）患者からの薬の値段についての相談
とその薬効群 

 
「ある」との回答が 67.0（62〜76）％で、

７割前後の医師が相談を受けていた。全て
の地区において、診療所医師の方が病院医
師より薬の値段に関する相談が多い傾向に
あった（7〜13％）。 

 
 
 
 
 
 

図 2. 回答者の年代と診療科 

 

図 3. 治療薬の選択基準 

 

図 4. 医薬品に関する情報源 

 

図 5. 患者からの薬の値段についての相談 
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薬効群別では、全ての地域において「高
血圧治療薬」、「脂質異常症治療薬」、「糖尿
病治療薬」、「DOAC（直接経口抗凝固薬）」、
「消化性潰瘍治療薬」があげられている。
酒田地域の診療所では「高血圧治療薬」、「脂
質異常症治療薬」、「DOAC」が 32％と他に
比し高率であった。全ての地域で「その他」
の回答率が高かった（30〜40％）。自由記載
では病院医師が「抗がん剤」関連を最も多
くあげていた。次いで「生物学的製剤」、「抗
リウマチ薬」、「ホルモン治療薬」、「骨粗鬆
症治療薬」、「抗アレルギー薬」など多岐に
わたる薬剤があげられていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

（1.6）各地域における地域フォーミュラリ
ーの認知度 

 
酒田地域では、すでに地域フォーミュラ

リーが実施されているため、認知率は非常
に高く、診療所で 75.5％、病院では 95〜
100％であった。 
金沢区、八尾市での認知率は 17%（3〜

39%） であった。その中で八尾市立病院が
39%と高い一方、八尾市の中核病院以外の
病院では 3%と低値であった。さらに、「聞 
 
 
 
 
 
 

いたことがあるがよくわからない」という 
医師を含めると、42%の医師が知っている、
もしくは聞いたことがあるという結果であ
った。 
 
（1.7）地域フォーミュラリーの運用実施開
始前における懸念事項 

 
全ての地域において、「医師が自由に処方

できなくなりそうだ」という懸念が極めて
高く、50〜70％を占めた。次いで「経済面
が最優先されている」・「後発品を否応なく
使用させられる」という懸念が多かった。
「その他」、「診療報酬で評価されていない」、
「大手調剤薬局チェーンの利益に組みする
だけだ」といった意見もあげられていた。 
「その他」の自由記載において、酒田地

区では一部肯定的な意見があったが、金沢
区、八尾市では否定的な意見が多くを占め
た。「地域の縛りに意味を感じない」、「地域
フォーミュラリーに関する理解が不十分」、
「一種の統制・規制である」などの意見が
あった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 

図 6. 患者から相談された薬効群 

 

図 7. 各地域における地域フォーミュラリーの認知度 

図 8. 地域フォーミュラリー運用実施開始に 

おける懸念事項 

 

1. 医師が自由に処方できなくなりそうだ  
2.患者へのメリットがない  
3.後発品を否応なく使用させられる  
4.経済面が最優先されている 
5.診療報酬で評価されていない  
6.大手調剤薬局チェーンの利益に組みするだけだ 
7.地域フォーミュラリーの策定過程に疑問を感じた  
8.その他 
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（1.8）地域フォーミュラリーを作成してい
る医師・薬剤師に公開して欲しい情報 
「薬剤群の比較表、比較レビュー」が最も
多く、60〜70％の診療所・病院医師がその
公開を求めていた。ついで「地域フォーミ
ュラリー作成プロセス」、「医薬品の情報源
を教えて欲しい」という要求が多かった。
「地域での使用状況」も比較的多かった。
横浜市金沢区の医師からは「患者さんから
の意見」を求める声が他地域より多い傾向
にあった。「その他」は少ないが、自由記載
では、安全性、エビデンス、フォーミュラ
リー導入後の評価の公開を求める声などが
あげられていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
（1.9）地域フォーミュラリー導入により解
決が期待されること 
 
すべての地域の診療所医師、病院医師に

おいて、「標準的な治療の推進」を期待する
という回答が 60％前後あり最も多かった。
次いで「診療所（外来診療）と病院（入院
診療）間で使用薬剤の相違を回避できる」、
「医療財源の節約効果」、「安全な薬物治療
の推進」とする回答が 30〜60％あり、地域

間でやや差はあるものの上位を占めた。「医
療財源の節約効果」は全ての地域で高く、
一方「安全な薬物治療の推進」は金沢区と
八尾市で高く、「診療所（来診療）と病院（入
院診療）間で使用薬剤の相違を回避できる」
は酒田市と八尾市で高かった。「その他」は
少なく、自由記載では「地域フォーミュラ
リーがよくわからない」、「先進治療を妨げ
る」という意見があげられていた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
（1.10）地域フォーミュラリーの普及促進
に必要なこと 
 
すべての地区、医師の群で「処方医の地

域フォーミュラリーに対する理解」という
回答が 69〜94％と高かった。「患者の地域
フォーミュラリーに対する理解」も 27〜
51％と高かった。次いで「薬剤師の地域フ
ォーミュラリーに対する理解」、「診療所と
病院の連携強化」、「処方医への広報活動（説

図 9. 地域フォーミュラリーを作成している 

医師・薬剤師に公開して欲しい情報 

 

図 10. 地域フォーミュラリー導入により 

解決が期待されること 

 

1.地域フォーミュラリー作成プロセス  
2.医薬品の情報源を教えて欲しい  
3.薬効群の比較表、比較レビュー  
4.地域での使用状況  
5.患者さんからの意見  
6.医療スタッフからの意見  
7.その他 

1.標準的な治療の推進  
2.安全な薬物治療の推進  
3.診療所(外来診療)と病院(入院診療)の間で使用薬
剤の相違を回避できる  
4.患者にとっての安心感（地域で決めているため） 
5.患者の自己負担軽減（薬剤費用の削減）  
6.患者のポリファーマシーや残薬解消に有効  
7.医療財源の節約効果  
8 医師と調剤薬局薬剤師間の連携強化  
9.フォーミュラリー使用による患者アウトカム評価
が容易になる 10.経営上のメリット（診療報酬上で
のインセンティブ） 11.何も期待していない  
12 その他 
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明会・資料配付など）」、「診療報酬上での評
価」が 18〜44％と高い傾向にあった。「そ
の他」は少数であるが、自由記載では「選
定基準の明確化」、「選定薬見直しができる
こと」、「定期的かつ迅速な評価と検証」、「作
成する人の中立性」などの意見があげられ
ていた。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（1.11）地域フォーミュラリー継続運用の
ために重要なこと 

 
すべての地域、医師群で「ガイドライン

を含めた薬物療法の標準化」、「定期的な見
直しとその詳細な報告」とする回答が 56〜
76％と高く、重点項目としてあげられてい
た。次いで「地域フォーミュラリーに関す
るアウトカムを含めた情報提供」との回答
が 26〜59％と高く、情報提供の重要性が示
唆された。「診療所医師と病院医師間の情報
共有と連携」は酒田地区、八尾市地区で 22
〜37％と比較的高い傾向にあり、診療所―
病院間の薬剤差異問題を提起する回答と考
える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．地域フォーミュラリー実施地域（山形 
県酒田地域）における医師の意識調査 
2018 年 11 月から既に地域フォーミュラ

リーを実施運用している山形県酒田地域の
医師において運用開始前の意識、特に処方
に対する不安や、導入後における意識の変
化の有無などについて調査した。診療所医
師、その他（中核病院以外の）病院医師、
日本海総合病院医師について調査結果を解
析した。 

 
（2.1）地域フォーミュラリーの活用状況 

 
山形県酒田地区では地域フォーミュラリ

ーが導入されてから約２年が経っている。
「非常に参考、活用している」と「たまに
参考、活用している」を合わせた「参考・
活用している医師」は 67%であり、地域で

図 11. 地域フォーミュラリーの普及促進に 

必要なこと 

 

図 12. 地域フォーミュラリー継続運用のために 

重要なこと 

 

1.処方医の地域フォーミュラリーに対する理解  
2.患者の地域フォーミュラリーに対する理解  
3.薬剤師の地域フォーミュラリーに対する理解  
4.診療所と病院の連携強化  
5.処方医への広報活動（説明会・資料配布など）  
6.医薬品の安定供給  
7.診療報酬上での評価  
8.医師と薬剤師の密接な連携  
9.その他 

1.ガイドラインを含めた薬物治療の標準化  
2.定期的な見直しとその詳細な報告  
3.地域フォーミュラリーに関するアウトカムを含め
た情報提供 
4.地域住民への啓発活動  
5.地域フォーミュラリー選定薬品の安定供給や安全
性の確保  
6.医師と薬剤師の連携  
7.地区医師会、地区歯科医師会、地区薬剤師会（三師
会）の連携強化  
8.診療所医師と病院医師間の情報共有と連携  
9.事務局を含めた組織体制の構築  
10.医療・介護連携など、地域での薬剤管理に寄与す
ること  
11.地域包括ケアシステムでの一体的な運用 
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よく活用されている状況が明確になった。
内訳では、診療所医師が 61 %、その他病院
医師が 78 %、日本海総合病院医師が 69 %
であった。診療所医師の活用率がやや低い
傾向にある。「非常に参考、活用している」
病院医師は 30.4%であり、診療所医師の活
用率 15.2%に比較して高い傾向にあった。 

 
 

 
 
 
 
 
（2.1.1）地域フォーミュラリーを参考、活
用している医師の理由 

 
「価格が安く、患者の自己負担が軽減さ

れる」が全ての群で高く 64〜79％であった。
次いで「標準的な薬物治療の推進につなが
る」が 39〜79％と高かった。「薬剤の選択
に役立った」という回答は診療所医師、そ
の他病院医師で 43〜47％と比較的高く、参
考・活用されている大きな理由の一つであ
ることが伺えた。「診療所と病院での薬剤差
異の解消になる」、「地域での処方薬が統一
される（診療所、病院と慢性期施設間での
統一）」はばらつきはあるものの 28〜64％
と比較的高く、地域で統一する意義を示唆
する結果であった。「後発医薬品・バイオシ
ミラーの使用推進になる」、「処方薬の統一
化・集約化により在庫負担が軽減される」
は 11〜57％と、各郡間でばらつきが大きか
った。 
「9.その他」の自由記載では、「専門外の

薬剤選択に役立った」という意見があげら
れていた。

 
 
 
 
 
 

 
 
 
（2.1.2）地域フォーミュラリーを参考、活
用している医師の具体的な薬効群 

 
既に地域フォーミュラリーとして運用し

ている「消化性潰瘍治療薬」、「高血圧症治
療薬」、「脂質異常症治療薬」が 54〜93％と
高かった。診療所医師では「高血圧治療薬」
が最も高く、日本海総合病院では「消化性
潰瘍治療薬」が高位であった。次いで糖尿
病治療薬であるが、10〜30％と低い傾向で
あった。低い中での比較ではあるが、診療
所医師が 29.6％と最も高かった。「不眠症
治療薬」、「気管支喘息治療薬」、「抗菌薬」
は低かったが、これはまだ地域フォーミュ
ラリーとして策定されていないためと推察
する。 
「その他」の自由記載では診療所で

「DOAC」、病院医師で「麻薬」があげられ
ていた。 

 
 
 
  
 
 
 
 

 

図 13. 地域フォーミュラリーの参考、 

活用状況 

 

図 14. 地域フォーミュラリーを参考、活用している 

医師の理由 

 

図 15. 地域フォーミュラリーを参考、活用している 

医師の具体的な薬効群 
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（2.1.3）地域フォーミュラリーを参考、活
用していない医師の理由 

 
圧倒的に「現状の薬剤選択で問題がない

から（使い慣れた薬剤を使いたい）」が多か
った。現状の薬剤選択で問題がないとした
回答は、診療所医師が 82.4％、その他病院
医師が 75.0％、日本海総合病院医師が
44.8％であり、診療所医師が極めて高かっ
た。次いで「薬剤の選択において不自由を
感じたから」、「自分で勉強しているので指
図されたくない」、「薬剤の変更が面倒だか
ら（用量換算等）などがあげられたが、群
間での特徴的な差はなかった。「地域フォー
ミュラリーの知識（関心・興味）がないか
ら」は 24〜35％であり各群で一定数の回答
があった。 
「患者へのメリットがあると思えないか
ら」という項目の自由記載では、「安全性」
があげられていた。「その他」の自由記載で
は、「地域フォーミュラリーの存在を知らな
かった」、「処方する機会が少ない」という
意見があった。地域フォーミュラリーを知
らないため活用しなかったという医師が一
定数いるものと推察され、今後の周知方法
に課題を残している。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

（2.2）プロトンポンプ阻害薬(PPI)につい
て 
 
ピロリ菌の除菌などボノプラザンフマル

酸塩などの先発医薬品が必要な症例で使用
されるのは妥当であるが、日常診療におけ
る軽い胃炎や胸やけでこれらの高額な先発
医薬品が処方されている実態がある。様々
なエビデンスから先発医薬品の効能や有害
事象頻度などでほとんど同等であるが、価
格が 1/3程度である後発医薬品のランソプ
ラゾール、ラベプラゾール、オメプラゾー
ルが地域フォーミュラリーとして選択され、
2018 年 11 月から地域での運用が開始され
た。 

 
（2.2.1）PPI の地域フォーミュラリー導入
による処方への影響 
 
「影響がなかった」とする回答は、日本海
総合病院医師が 31％、その他病院医師が
28％、診療所医師が 57％であった。反対に
「影響があった」とする回答は、日本海総
合病院医師で 62％、その他病院医師で 72％、
診療所医師が 36％であった。病院で「影響
があった」とする医師が多く、診療所では
「影響があった」のは 1/3 に留まる。地域
フォーミュラリーによる影響は、診療所医
師の方が病院医師より小さい傾向にあった。 
影響を受けたと回答した医師の「自由記

載」を見ると、「影響があった」と答えた理
由は地域フォーミュラリーを参考にして薬
剤を選択使用した、または推奨外の薬剤を
推奨薬に変更して使用したためであること
が伺えた。また、地域フォーミュラリーの
有効性、安全性、経済性を理解して薬剤選
択に活用していた意見が多かった。指定さ
れた薬剤を選択することにより「安心感」

図 16. 地域フォーミュラリーを参考、活用していな

い医師の理由 

 



 39 

をあげる意見もあった。また患者の症状に
より薬剤を使い分けている現状も伺えた。 

 
 

 
 
 
 
 

 
（2.2.2）PPI の地域フォーミュラリー策定
結果への理解 
 
策定結果に「納得」している医師は 81〜

89％と大多数であった。「納得できない」と
した医師は 0〜7％であり極めて少数であ
った。 
納得できないとした医師の「自由記載」

では、一意見ではあるが、「ボノプラザンフ
マルの方が効果実現までの時間が短く、症
状軽減を目的とするなら効果的に処方量を
減らせられている」とのことであった。他
には「推奨理由が不明」とする意見があっ
た。 

 
 
 
 
 

 
 
（2.2.3）PPI の地域フォーミュラリーを病
院単独ではなく地域で実施することの必要
性 
 
診療所医師は 62％、病院医師では 78％

が地域で実施することが必要だとする回答
であった。病院単独ではなく地域でフォー

ミュラリーを実施することが必要とする認
識は、病院医師のほうが診療所医師に比べ
て有意に高かった。否定的意見は診療所と
その他病院で 17％、日本海総合病院医師で
は 4％と少なかった。総合的に見ると、勤
務形態を問わず、多くの医師が地域でフォ
ーミュラリーを実施することの必要性を認
識していた。 

 
 
 
 
 
 
 
地域で実施することの必要性に関する

「自由記載」では、今後参考にすべきと考
えられる前向きな意見が多く述べられてい
た。 

 
【診療所医師の意見】 
「医師会単位で意思の統一を図る」、「地

域住民への啓発が必要」、「スムースな病診
連携に必要」、「患者紹介時の薬剤の継続」、
「地域と病院が連携し薬剤をある程度統一
化がはかられたほうがフォーミュラリーを
推進しやすい」、「病院から紹介患者さんへ
の薬の切り替えが少なくてすむ」などの意
見があった。 

 
【病院医師の意見】 
「入院するたびに処方を変更したことを

説明する必要がなくなる」、「かかりつけ医
と共通の認識ができる」、「持参薬を院内処
方に変更することの煩雑さ、安全性は並大
抵の仕事量ではなく、地域で実施する必要
がある」、「病院だけでは経済的な効果や運
用の効率が限定的になってしまいそうだか

図 17. PPI の地域フォーミュラリー導入による 

処方への影響 

 

図 18. PPI の地域フォーミュラリー策定結果への

理解 

図 19. PPI の地域フォーミュラリーを病院単独で

はなく地域で実施することの必要性 
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ら」、「地域として薬物治療の標準化を図る
ため」、「地域全体の処方が医療費の削減に
つながると思う」、「地域全体で情報共有す
ること」、「病診連携、紹介が基本だから」、
「病院単独では効果が限定的で地域全体で
取り組む必要があると思われる」、「病院と
かかりつけ医のダブル主治医で疾患に対す
るのが望ましい」、「病院以外でおよび広い
診療科で初期導入・維持されることが多い
薬剤であり、地域で実施していく必要性が
高い」、「地域ぐるみでやらないと意味がな
い」、「母体数の多い開業医レベルでの対応
が必要と思う」、「より標準化をすすめるた
め」、「１病院では意味がない」など多数の
意見が寄せられた。 

 
（2.3）アンギオテンシンⅡ受容体拮抗薬
（ARB）について 

 
ARB は日常診療で最もよく使用される

ので、酒田地区診療所の循環器科専門医の
意見を複数聴取し、効能効果と安全性、価
格差の面から議論された。テルミサルタン
は文献(効能、有害事象など)および実地医
家の支持などから総合的に判断され地域フ
ォーミュラリーの第一推奨医薬品とした。
次いでオルメサルタン、カンデサルタンが
第二、三推奨薬として選択され、2019 年 2
月から地域での運用が開始された。 

 
（2.3.1）ARB の地域フォーミュラリー導入
による処方への影響 

 
「影響がなかった」とする回答は、日本

海総合病院医師が 42％、その他病院医師が
56％、診療所医師が 69％であった。反対に  
「影響があった」とする回答は、日本海総
合病院医師で 45％、その他病院医師で 39％、

診療所医師が 22％であった。診療所と日本
海総合病院ではやや対照的な比率であった。    
影響を受けたとした医師の「自由記載」

では「推奨されている ARB に変更した」、
「フォーミュラリーの薬剤を優先使用する
ようになった」、「持参薬をそのまま院内処
方で処方することができた」、「推奨薬を処
方するようになった」、「フォーミュラリー
推奨薬の処方頻度が増えた」、「処方時迷わ 
なくなった」など地域フォーミュラリーが 
活用されている多くの意見が寄せられた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2.3.2）ARB の地域フォーミュラリー策
定結果への理解 

 
PPI とほぼ同じ結果であり、80〜89％の

医師が策定結果を「納得」していた。「納得
できない」と回答した医師は 3〜７％にと
どまった。 
納得できないとした医師の「自由記載」

は少なかったが、「代謝の違う同系薬も第一
選択にすべき」、「策定プロセスが分からな
い」という意見があった。 

 
  
 
 
 
 

 

図 20. ARB の地域フォーミュラリー導入による 

処方への影響 

 

図 21. ARB の地域フォーミュラリー策定結果への

理解 
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（2.3.3） ARB のフォーミュラリーを病院
単独ではなく地域で実施することの必要性 

 
PPI とほぼ同様の傾向であり、診療所医

師は 60％、病院医師では 72％が必要だと
する回答であった。病院医師のほうが診療
所医師に比べて高い傾向にあったが、多く
の医師が地域でフォーミュラリーを実施す
ることの必要性を認識している結果であっ
た。否定的意見は診療所で 18％、その他病 
院で 17％、日本海総合病院では 5％であっ
た。 
 
 
 
 
 
 
 
「自由記載」では、PPI 同様に地域で実 

施する事の重要性を支持する多くの意見が
寄せられた。 

 
【診療所医師の意見】 
「治療の標準化、長期の経済的メリット」、

「薬物治療の標準化に役立つ」、「他の医療
機関と比較されずに済む」、「患者紹介時の
薬剤の継続」、「医療費削減に必要と思う」、
「病院からの紹介患者さんへの薬の切り替
えが少なくてすむため」、「多数の在庫を抱
え困惑している薬品問屋を救う」などの意
見があった。 

 
【病院医師の意見】 
「薬剤費を抑えるため」、「退院後も同じ

薬剤を使うことで、安心感、経済的メリッ
トもある」、「かかりつけ医と共通の認識が
できる」、「一部診療科医師への指導」、「開

業医でフォーミュラリーが進まなければ経
済効果が上がらないから」、「地域として薬
物治療の標準化を図るため」、「治療効果を
地域全体で評価できる」、「地域内で同じ薬
を使っていると入院で処方し直す際に安
心」、「紹介先と処方を統一させるため」、「開
業医で違うのを処方されていることが多
い」、「連携が必要」、「地域全体の医療経済
の効率化に役立つと思う」など、地域でフ
ォーミュラリーに取り組むことにより治療
の標準化、診療所と病院での薬剤差異の解
消、医療費の節約そして薬剤選択における
指標になる、とする意見が多かった。 

 
（2.4）PPI と ARB の地域フォーミュラリ
ー導入後、その活用状況における差の原因 
 
PPI では地域フォーミュラリーの薬剤へ

の移行スピードが緩やかな一方、ARB に関
しては移行が速やかであった。両薬剤にお
ける移行速度の違いは何故か、その原因を
どのように考えるかについて質問した。 
施設間で意見に差異が見受けられた。そ

の中で「地域フォーミュラリーの選定理由
と臨床経験との間の違い」、「急性期におけ
る治療と生活習慣病における考え方の違い」
などが上位であった。診療所、その他病院
医師では前者（それぞれ 28％、44％）が、
日本海総合病院医師では後者（28％）の比
率が相対的に高かった。「地域フォーミュラ
リー選定におけるエビデンスに対する考え
方の違い」という意見も比較的多かった。
「診療以外の外的な理由」という意見も一
定数あり、今後詳細について検討する必要
がある。「よくわからない」との返答も多く、
特に診療所で 51％と高率であった。 

 
 

図 22. ARB のフォーミュラリーを病院単独では

なく地域で実施することの必要性 
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「その他」の具体的な自由記載も多くあ

り参考になった。 
 

【診療所医師の意見】 
急性期におけるボノプラザンフマル使用

を評価する意見があった。「少々高価でも短
期間で完治が可能な薬を選択するのが社会
的に最も効率の良い治療方と考える。ボノ
プラザンフマルでよくなったらその後、安
価なネキシウム、ラベプラゾールと変更し
ている」との記載があった。 

 
【病院医師の意見】 
「消化器と循環器の診療所医師の考え方

の差だと思います」、「科ごとの意識の違い
がある」、「ボノプラザンフマルが高い評価
を得ているが、ARB は評価の突出したもの
がない点」、「PPI は自覚症状に影響を及ぼ
すので変更しづらいが、ARB はあまりそれ
がないから変えるのが容易」、「処方医への
浸透率の違いでは」などボノプラザンフマ
ルに対する高評価と診療科による意識の差
異をあげる意見が多かった。 

 
（2.5）今後、他の薬剤への拡大について 

 
診療所医師が 62％、その他病院で 67％、

日本海総合病院で 78％の医師が賛成であ
り、約６〜８割の医師が拡大に賛成してい
るという結果になった。反対は診療所医師
で 7％、その他病院で 28％、日本海総合病

院が 3％であった。 
「拡大に賛成の場合どのような薬剤か」
という質問に対する自由記載では、診療所
医師では「糖尿病薬」、「消炎鎮痛薬」、「骨
粗鬆症治療薬」、「高脂血症薬」、「抗生物質」
などがあげられていた。病院医師では、「糖
尿病薬」が圧倒的に多く、次いで「高脂血
症薬」、「眠剤」、「抗生剤、化学療法剤」、「抗
凝固薬、DOAC」などが挙げられていた。 
「拡大に反対の場合、どのような理由か」

という質問に対する自由記載では、「自分の
薬剤使用が制限されたくないから」、「処方
の自由度が下がる」、「フォーミュラリーの
必要性が分からない」、「新しいエビデンス
が出たとき、地域フォーミュラーリのアッ
プデートで時差が出そうだから」という意
見があげられていた。 

 
 
 
 
 

 
 
３．新提案「承諾型運用」に対する横浜市 
金沢区地域、大阪府八尾市地域における 
意識調査 
承諾型運用とは、地域の医師(会)の承諾、

理解、納得のもとに、地元の医師(会)や多
職種から成る協議会などで地域フォーミュ
ラリーが作成され地域の医師がそれらの医
薬品を処方するという運用である。これは
本研究班におけるひとつの方法論として提
案されたものであり、賛否を問うた。 

 
（3.1）承諾型運用に対する賛否 

 
２地域において約８割の医師が賛成して

図 23. PPI と ARB の地域フォーミュラリー導入後、 

その活用状況における差の原因 

図 24. 今後、他の薬剤への拡大について 
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いる。横浜市金沢区では診療所で 82％、そ
の他病院で 86％、横浜市立大学病院で 90％、
大阪府八尾市では診療所で 64％、その他病
院で 72％、八尾市立病院で 75％の医師が
賛成と回答している。横浜市金沢区の医師
は全体的に 8割以上と多くの医師が賛成で
あった。 
一方、反対の医師は 14〜36％あり、八尾

市診療所医師の 36％が最も高かった。 
 
 
 

 
 
 
 
（3.2）「反対」の理由についての自由記載 

 
【横浜市金沢区診療所医師の意見】 
「医師会に所属していない」、「オンライ

ン診療では地域の縛りは意味がない」、「医
師会の質に差がある」、「医師が自由に処方
できなくなる」、「薬剤の決定のプロセスが
納得できるかどうか」などである。 

 
【横浜市金沢区病院医師の意見】 
「医師会会員の多くは開業医であり、勤

務医との考え方がもともと異なる印象が強
い」、「高度な診療レベルで行っている領域
に対して、地域の医師会による意思決定の
理解が得られないこと懸念する」、「承諾を
判定する医師（会）が全体の意向を反映し
ているか疑念がある」、「医師会は多くは開
業医の医師で成り立っており、勤務医の考
えは反映されないと思います」などの意見
があった。病院医師と開業医の考えの相違
に関する意見が多かった。一方、これはま
たフォーミュラリーに対する理解不足が根

底にあることも一因として考えられる。 
それ以外では「薬剤の選択過程の透明性

が十分か判断しがたい」、「医療はアートで
あり、自由でありたい」、「公平、公正な選
定がなされない危惧がある」、「業務が増え
ると思う」、「医療費削減のための方策とし
てはやむを得ない面もあるが、経済最優先
となることへの危機感がある」、「利権が今
以上に絡むため」、「処方の選択を狭めるリ
スクあり」などの意見があった。 

 
【大阪府八尾市診療所医師の意見】 
「医師会が地域フォーミュラリーについ

て深く十分に理解されているかが不明」、
「地域フォーミュラリー構想になじめな
い」、「まだ理解が不十分である」、「組織が
不明だから」、「地域フォーミュラリーで本
当に医療の質が向上したり、安全安心な医
療が提供できるのでしょうか。そしてもっ
と詳しく説明していただかないと、この事
業に関しては同意も反対もできません。よ
り丁寧な説明を求めます」などの意見があ
った。 

 
【大阪府八尾市病院医師の意見】 
「国全体として進めていくべき案件と思

います。それぞれの医師会主導にすると余
計な懸念が入る」、「利権絡みの承認、不承
認が出てこないか？」、「何となく腑に落ち
ない」、「地域医師会の承認ではなく、レビ
ューに基づいた独立策定機関がフォーミュ
ラリーの作成に携わるべき」、「必要性が感
じられない。そもそもフォーミュラリーと
いう一般の人々に理解し難い横文字を使う
ところにセンスを感じない」、「効果に応じ
た微調整がしにくくなる」、「地域で一部の
薬剤に偏るのはよくない（巨大な利権が生
まれる）。医師の判断、責任能力が落ちる。

図 25. 承諾型運用に対する賛否 
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院内だけならよい。」などの意見があった。 
 

４．山形県酒田地域における地域フォーミ
ュラリーの導入とその実績評価 
2018 年 11 月から山形県酒田地域でわが

国最初の地域フォーミュラリー運用が開始
された。実施主体は地域医療連携推進法人
の日本海ヘルスケアネット（日本海HCN）
である。「地域フォーミュラリー作成運営
委員会」を立ち上げ議論を重ねて策定し運
営している。医薬品の有効性、安全性およ
び経済性の観点から、そして外来診療でご
く普通に処方されている一般的な医薬品で
あるプロトンポンプ阻害薬（PPI）、α-グ
ルコシダーゼ阻害剤（α-GI）、アンジオテ
ンシンⅡ受容体拮抗剤（ARB）、脂質異常
症治療薬（statin）、バイオシミラー、ビス
ホスホネート製剤、抗インフルエンザ薬（成
人のみ）、抗ヒスタミン薬（アレルギー性
鼻炎のみ）の８種類を地域フォーミュラリ
ーとして運用実践している。 
地域フォーミュラリーを策定するに当た

っては、地元の医師会、薬剤師会、中核病
院医師など地域医療のステークホルダーの
理解と承知が必要不可欠であり、その上で
それらの考え方を広く反映させて決定した。
具体的には、地域の主だった診療所や病院、
選定薬剤の専門領域の医師などから事前に
意見を聴取して、地域フォーミュラリー作
成に反映させていった。平等性、公正性、
透明性を担保した上で、地域フォーミュラ
リー策定のプロセスとその結果を日本海
HCN のホームページ上で公開している。 
 
（4.1）地域フォーミュラリー推奨薬 

 
地域フォーミュラリーの推奨薬群は８種

類であり、2018年 11月より PPIとα-GI、

2019 年 2 月より ARB と Statin、2019 年 6
月よりバイオシミラーとビスホスホネート
製剤、2019 年 12 月より抗インフルエンザ
薬（成人）と抗ヒスタミン薬（アレルギー
性鼻炎）の運用を開始した。推奨製薬メー
カーは下図に示した通りである。2020 年後
半に「小林化工」を、2021 年 4 月から「日
医工」の製品を推奨メーカーから除外とし
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
地域フォーミュラリーの評価については、

地域で運用している調剤情報共有システム
のデータ２次利用システムを活用して解析
した。調剤情報共有システムに参加してい
る 47調剤薬局のうち、2018年 12月〜2021
年 1 月まで連続して追跡可能な 41 調剤薬
局のデータを主に解析した。41 調剤薬局に
は日本海総合病院の門前薬局も入っている。
従って日本海総合病院から院外処方され調
剤薬局で調剤された薬剤費の多くは、この
41 調剤薬局の薬剤費データに含まれてい
るものと推測する。薬剤費データは、それ
ぞれの各年月時点での薬価を反映している。 

2019年 10月からは参加調剤薬局数は 47
となり、その後の増減はない。推奨薬毎の
推奨・非推奨メーカー単純使用数量推移に
おいては 47調剤薬局のデータも活用した。 

 

図 26. 地域フォーミュラリー推奨薬群 

（山形県酒田地区） 
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（4.2）PPI 
 
2018 年 12 月からの２年間において、月

毎の薬剤費は緩やかな減少傾向にあった。 
2018年 12月と 2020年 12月の単月で比較
すると 960,731 円減少していた。2019 年１
年間の薬剤費が 131,707,644 円、2020 年が
123,775,463 円であった。年間比較では単
純使用数量が軽度増加しているのに対して
年間薬剤費は 7,932,181 円（約 6％）減少
していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２年間の単純使用数量の推移を推奨・非

推奨メーカー別に分析した。ランソプラゾ
ールの使用数量が２年間で約２倍に増えて
おり、推奨メーカーの使用が順調に増加し
ていた。ラベプラゾールでは推奨メーカー
の数量はほぼ横這いだったが、非推奨メー
カーの使用が 2020 年に入り増加し推奨メ
ーカーとほぼ同数に近づいてきている。一
方オメプラゾールの使用数量はほぼ横這い
であったが、2020 年では推奨メーカーと非
推奨メーカーが逆転していた。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4.3）α-グルコシダーゼ阻害薬 
 
２年間、月毎の薬剤費は緩やかな減少傾

向にあった。2019 年 1 年間の薬剤費が
9,816,112 円、2020 年が 8,515,257 円であ
り、年間比較では単純使用数量が軽微な減
少 で あ る の に 対 し て 年 間 薬 剤 費 は
1,300,855 円（約 13％）減少していた。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（4.4）ARB 

 
2019 年 1 月からの２年間、月毎の薬剤費 

は著明に減少していった。2019 年 1 月と
2021 年 1月の単月で比較すると 3,180,176
円減少しており、約３割の減少であった。

図 27. PPI の年間単純使用数量と年間薬剤費比較 

図 28. PPI：推奨薬毎の単純使用数量推移 

 

図 29. α-グルコシダーゼ阻害薬の年間単純使

用数量と年間薬剤費比較 

 



 46 

図 31. ARB：推奨薬毎の単純使用数量推移 

 

2019 年 1 年間の薬剤費が 111,508,174 円、
2020 年が 91,415,223 円であり、年間比較
では単純使用数量が軽度増加しているのに
対して年間薬剤費は 20,092,951円（約 18％）
減少していた。 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
２年間の単純使用数量の推移を推奨・非

推奨メーカー別に分析した。第一推奨のテ
ルミサルタンの使用は約 2.5 倍に増加して
いたが、推奨メーカと非推奨メーカーの増
加率はほぼ同等であった。第二推奨のオル
メサルタンメドキソミルの使用数量は２年
間で約２.5 倍に増えており、推奨メーカと
非推奨メーカーの増加率はほぼ同等であっ
た。第三推奨のカンデサルタンシレキセチ
ルの使用数量は漸増傾向であり、推奨メー
カーの使用が大多数を占めていた。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

（4.5）statin 
 
2019 年 1 月から２年間、月毎の薬剤費は

緩やかな減少傾向を示した。2019 年 1 年間
の薬剤費が 91,712,834 円、 2020 年が
79,945,030 円であった。年間比較では単純 
使用数量が軽度増加しているのに対して年
間薬剤費は 11,767,804 円（約 13％）減少
していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（4.6）バイオシミラー 
 
バイオシミラーに関しては調剤情報シス

テムでの利用実績はなかった。日本海総合
病院でのデータではレミケードの使用に関
しては大きな変化はなかったが、インフリ
キシマブの使用が著明に増加していた。 

 
（4.7）ビスホスホネート製剤 

 
２年間において、月毎の薬剤費は確実に

減少傾向にあった。2019 年 1 年間の薬剤費
が 22,361,239 円、2020 年が 17,616,354 円
であった。年間比較では単純使用数量はほ
とんど変化がなかったのに対して年間薬剤
費は 4,744,885円（約 21％）減少していた。 

 

図 30. ARB の年間単純使用数量と年間薬剤費

 

図 32. statin の年間単純使用数量と年間薬剤費比較 
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（4.8）抗インフルエンザ薬(成人のみ) 

 
2019年 1月と 2020年 1月の単月で薬剤

費を比較すると 2020 年は約半額以下まで
減少していた。バロキサビルからオセルタ
ミビリンへの移行した結果であった。１人
あたりの薬剤費で比較すると、2019 年 1 月
が 3,741 円、2020 年 1 月は 2,833 円であ
り、908 円減少していた。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
薬剤使用数量からインフルエンザ患者数

を割り出したところ、2020 年 1 月の患者数
は前年の約半数であり、2021 年にいたって
はわずかに 1 名であった。これらは新型コ
ロナの影響を大きく映し出している結果と
考える。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（4.9）抗ヒスタミン薬(アレルギー性鼻炎
のみ) 
 
抗ヒスタミン薬の年間単純使用数量は季

節性変動があり明確ではないがごくわずか
に減少していた。2019 年 1 年間の薬剤費が
96,629,004 円、2020 年が 84,042,836 円で
あった。年間比較では単純使用数量はほと
んど変化がなかったのに対して年間薬剤費
は 12,586,168 円（約 13％）減少していた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（4.10）地域フォーミュラリーの経済的効
果 

  
PPI、ARB、α-GI、statin、ビスホスホネ

ート製剤、抗ヒスタミン薬の 6 種類におい
て、2019 年と 2020 年の年間薬剤費を比較

図 33. ビスホスホネート製剤の年間単純使用

数量と年間薬剤費比較 

 

図 34. 抗インフルエンザ薬の１人あたりの薬剤費比較 

図 35. インフルエンザ患者数の推移 

図 36. 抗ヒスタミン薬の年間単純使用数量と 

年間薬剤費比較 
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すると、それぞれの薬剤の年間減少額が
7,932,181円、20,092,951円、1,300,855円、
11,767,804 円、4,744,885 円、12,586,168 円
であり、合計すると 58,424,844 円であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
調剤情報共有システムの運用開始は

2018 年 11 月であり当初の参加調剤薬局は
41 調剤薬局であった。2019 年 10 月からは
47 調剤薬局に増えその後の増減はない。
2020 年における ARB の年間薬剤費から、
41 調剤薬局の 47 調剤薬局に占めるシェア
率を計算すると 79％であった。このシェア
率を基準に 47 調剤薬局に割り戻すと年間
の薬剤費減少額は 73,031,055 円になるも
のと推測される。さらに北庄内における調
剤薬局のうち調剤情報共有システムへの参
加率が 80％であり、また診療所の院内処方
率が約 48％である事から、単純に推測して
も北庄内における年間薬剤費減少額は６製
剤で 1 億円以上となる。 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

（4.11）今後の予定 
 
2021 年 4 月 2 日に開催された第 13 回地

域フォーミュラリー作成委員会において、
「神経障害性疼痛薬」としてプレガバリン、
「ヘルペスウィルス感染症治療薬」として
バラシクロビル、「ARB＋カルシウム拮抗
剤合剤」としてカムシア配合とテラムロ配
合が推奨薬に決定した。３種類の薬効群が
地域フォーミュラリーとして採用されるこ
とになり、今後上位の委員会、日本海ヘル
スケアネットの理事会の承認をへて運用を
開始する予定である。 
 

D．考察 

 
１．フォーミュラリーを地域で実施するこ
との必要性について 
病院フォーミュラリーを運用している施

設は国内でも増加傾向にある。一方、病院
フォーミュラリーが地域に浸透しているか
というと、何らかの対策を講じないと自然
に広がるというわけではないようだ。地域
でフォーミュラリーを共有する事は地域包
括ケアの観点からも重要である。地域でフ
ォーミュラリーを運用することの意味を
様々な視点から検討してみる。 

 
（1.1）地域における中核病院のシェア率 
 
 山形県酒田地域（北庄内）において 2020
年１年間の 47 調剤薬局薬剤費における日
本海総合病院外来処方薬剤費の占めるシェ
ア率は、薬剤種類別にみると、PPI では
21.5％、ARB は 18.0％、statin は 17.2％、
α-GI は 21.6％、ビスホスホネート製剤は
38.9％、抗ヒスタミン剤は 10.8％であり、
約 20％前後であった。北庄内における診療

図 37. 酒田地区調剤薬局における年間薬剤費比較 

図 38. 酒田地区調剤薬局における ARB のシェア率 
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所の院内処方率は約 48％であることから、
日本海総合病院の北庄内地域でのシェア率
は 20％よりさらに低く 10〜15％と推測さ
れる。このような事から、地域の基幹病院
の院内フォーミュラリーだけでは、地域フ
ォーミュラリー本来の目的である地域にお
ける標準的な薬物治療の推進、医療の質の
向上、医療費の削減効果においてはおのず
と限界があり、限定的と考えられる。この
ことからもフォーミュラリーを実施するに
は地域で取り組むことが極めて重要である。 

 
（1.2）地域におけるサプライチェーンの効
率化 
地域フォーミュラリーの運用を開始する

前に北庄内地域における薬剤の流通状況を
調査した。卸から提出していただいたデー
タの解析では、ARB に関しては 61 種類、
statin は 52 種類と多品種となっていた。 
しかし、調剤情報共有システムで ARBに

関して解析したところ、2018年 12月は 165
種類、2019 年 12 月は 191 種類、2020 年
12 月は 195 種類とさらに多品種である事
が判明した。第一推奨のテルミサルタンは
2018 年 12 月、2019 年 12 月、2020 年 12
月それぞれの時点では 25、32、31 種類、
第二推奨のオルメサルタンは 27、39、37 種
類、第三推奨のカンデサルタンは 30、35、
32 種類、推奨外ではロサルタンが 27、29、
32 種類、バルサルタンが 35、36、37 種類、
イルベサルタンが 18、21、19 種類、アジ
ルサルタンは 3 種類とジェネリックのない
アジルサルタン以外は推奨・非推奨の区別
なくすべてで多品種となっていた。地域フ
ォーミュラリーで推奨薬を策定し、また推
奨メーカーまで指定しているわけだが、
ARB に関して多品種の改善はなかった。こ
のことは期待された在庫管理の効率化も進

まなかったことを示唆するのではないかと
考える。 
カルシウム拮抗薬の一つであるアムロジ

ピンベシル酸塩においても 2020 年１年間
のデータを解析したところ、製薬会社、規
格単位、剤形別での種類は 77 種に達して
おり、多品種が流通している実態が明確に
なった。 
北庄内の人口は約 13 万人であり、この

ような小さな地域においても、地域フォー
ミュラリーを導入して推奨メーカーを指定
しても多品種の改善はなく、これはサプラ
イチェーンや在庫管理の効率化のためには
さらなる検討と取り組みが必要であり、今
後の大きな課題と考えている。 

 
（1.3）地域包括ケアシステムとしての役割 

 
2011 年 4 月より庄内地域において地域

医療情報ネットワーク「ちょうかいネット」
を稼働、運用している。その中で、ケアマ
ネージャーは「ちょうかいネット」を様々
な場面で有効活用していた。タイムリーに
治療内容やリハビリ状況を確認できること、
処方内容を容易に把握できること、さらに
退院前の情報（退院調整）を取得すること
により適切な支援（ケアプラン）に役立て
ているとのことであった。その聞き取りの
中で、患者が多くの薬を抱えており、ケア
マネが服用すべき薬剤の種類、服用方法を
正確に把握できずに苦労していることがわ
かった。患者の服用薬の把握・確認は医療・
介護の現場では基本的な事項であり、医療
安全の観点からも重要であるが、専門的知
識に加え極めて時間のかかる作業のため働
き方改革の障害ともなっている。またジェ
ネリックの数も多くなり過ぎ、何らかの改
善が必要である。地域フォーミュラリーの
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導入は服用薬確認や医薬品鑑別の効率化に
つながり、服薬間違いの防御やひいてはポ
リファーマシー対策などにも寄与するので
はないかと考える。 
外来と入院における薬物差異の解消や円

滑な連携、患者アウトカムの向上、多剤併
用の改善、多職種連携、医療介護の連結決
算などの観点からも、地域フォーミュラリ
ーは地域包括ケアシステムの構築には極め
て重要なインフラとなる可能性が高い。 

 
（1.4）地域フォーミュラリーと圏域 

 
地域フォーミュラリーを運用する地域を

どうするかということも課題の一つである。
一次医療圏、二次医療圏または三次医療圏
単位で取り組むのがよいのか、それとも地
区医師会単位でやるのがよいのか、この範
囲については様々な議論のあるところであ
る。山形県酒田地域においては日本海HCN
で策定したが、酒田地区医師会、歯科医師
会、薬剤師会が参画していたという事情が
あり、結果的に地区医師会単位となった。
しかし医療圏毎の治療完結率といったもの
も考慮に入れる必要がある。圏域越えの比
率が高い地域では他地域との連携も視野に
入れるべきであろう。交通事情や病院や診
療科毎の特性も勘案しつつ、患者の受診行
動を考慮して二次医療圏毎に策定するのが
理想的かもしれない。ただしこれとて地域
で事情が大きく変わるため、地域ごとに課
題を整理して考える必要がある。まずは地
域の医療提供体制を勘案して、やりやすい
範囲の地域で始めるのが現実的ではないか
と考える。さらに地域フォーミュラリーが
拡大してきた際には、それぞれの地域で連
携・協力していくという方法も興味のある
ところである。 

（1.5）災害対策の視点 
 
大規模災害時においては、いかに服薬情

報をすばやく取得し、薬剤を確保して、患
者に確実に届けるということが重要である。 
東日本大震災をはじめとして、近年、地

震、台風、豪雨といった災害が多発してい
る。このような時代に、まずは患者の服薬
情報を取得するシステム整備が急務である。
地域で整備されつつある地域医療情報ネッ
トワークも大事であるが、さらに国を挙げ
ての Electronic Health Record（EHR）、
Personal Health Record（PHR）など標準化
されたシステム、さらには医療・介護言語
の世界標準化、システムの標準化による国
際的なシステムの導入が待たれる。 
大規模災害時において服薬情報取得と対

をなして重要な事は薬剤の確保である。地
域で発生する災害においては薬剤メーカー
が被害を被る可能性もあり、地域フォーミ
ュラリーの評価基準としている「安定供給」
も極めて重要な選択基準の一つである。「原
薬のソースの数（国名の開示）」、「製造工程
の情報公開と自社製造について」、「地域シ
ェア（地区での現在使用順位）」、「物流セン
ターの数」、「地区の担当営業所、支店の所
在地」、「メーカー在庫の月数」などである
がこれらは地域毎に検討する必要がある。
さらに地域により外部環境には差異がある
ことから、これら評価基準に則って地域で
フォーミュラリーを策定することが求めら
れる。この視点は地域フォーミュラリーが
それぞれの地域で策定されるべきものであ
る所以のひとつでもある。 

 
（1.6）経済的な視点 

 
わが国は人口減少と少子高齢化が急速に
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進み、それに伴い社会保障費が増加し続け
ている。社会保障の持続性の観点からも、
適切な医療費の削減は最重要事項である。
その中で地域フォーミュラリーによる適正
な薬剤使用と医薬品費の節約は大きな課題
であり、早急な取り組みが求められている。 
先発医薬品と後発医薬品の評価と選択に

おいて、有効性・安全性について十分吟味
した上で差がなければ経済性を重視して後
発品を選択するのが妥当である。このこと
により患者負担と保険者負担が減少し、経
済的な効果が出る。 
山形県酒田地域（北庄内）においては地

域フォーミュラリーを導入した結果、わず
か２年間の取り組みにもかかわらず薬剤費
用の面で大きな節約効果が明らかとなった。
病院や診療所単体での経済効果は小さいが、
患者の負担軽減、保険者における医療費の
削減効果においては大きな効果があるので
はないかと推察する。 
一つの単純な試算であるが、北庄内で２

年間地域フォーミュラリーに取り組んだと
ころ年間薬剤費削減額は６製剤で 1 億円以
上と推測された。これを人口比率（1：934）
だけで国全体の試算をすると 1,000 億円以
上の削減となる。 
今回の日本海 HCN におけるデータ解析

は病院のデータ、調剤情報共有システムを
基にしたデータの解析結果であるが、今後
は保険者側のデータ解析による地域フォー
ミュラリーの経済的効果、患者の負担軽減
効果の検証が待たれる。 
 
（1.7）地域フォーミュラリー導入による臨
床的評価 
 
地域フォーミュラリーの有効性、安全性

に関して臨床的に検討し、患者アウトカム

について評価することは極めて重要である。
しかしそのためには臨床的なデータの裏付
けが必要であり現段階では困難な作業とな
る。今後電子処方箋の導入や PHR・EHR な
どの活用が進むことにより地域での臨床デ
ータの解析が可能になってくるのではない
かと期待している。 
 
２．地域フォーミュラリーを実施、推進す  
るための考え方と方法について 
地域フォーミュラリーを策定し継続的に

運用していくためには、組織体制構築とそ
のマネジメントを確立することが重要であ
る。地域フォーミュラリーを決定し、運営
する組織は地域から信頼されるものでなけ
ればならない。地域では利害関係者も多く、
細やかな調整も必要になる。例えば、酒田
地域では地区医師会、地区薬剤師会、中核
病院医師、外部委員のメンバーで構成し、
医薬品の種類によっては随時その領域の専
門医（診療所医師、病院医師を問わない）
の意見を聞いた。医師と薬剤師の連携は不
可欠であり、地域フォーミュラリー策定委
員会の前には地区薬剤師会の地域フォーミ
ュラリー検討会において徹底的に薬理学的
な検討がなされた。この検討結果は極めて
貴重なものであり、薬剤師本来の力量が遺
憾なく発揮されることとなった。このよう
に薬剤師が薬の専門家として主体的に関わ
り、これを受けて地域の医師と協同して策
定された地域フォーミュラリー医薬品は診
療所から地域の中核病院に至るまで遍く共
通して継続して使用されるものとなる。地
域フォーミュラリー作成運営委員会の責務
は極めて重く、選定における透明性・公平
性の確保、利益相反の有無、そのプロセス
と策定結果の開示は当然のことである。 
地域フォーミュラリーを作成する場合、
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最初に対象医薬品の地域におけるシェア分
析が必要である。現状を把握する事は地域
フォーミュラリーを推進する上で重要な作
業工程の一つと考える。このシェア分析は
一般的には困難な作業であり、地域の卸業
者の協力が欠かせない。当地区は幸いにも
調剤情報共有システムが導入されており、
調剤薬局のデータからシェア分析が可能と
なっているが、それでも院内処方の診療所・
病院のデータは含まれておらず、卸業者や
保険者の協力は不可欠である。 
地域フォーミュラリーは、地域で使用さ

れる日常的疾患を対象疾患にした医薬品集
であり、その選定にあたっては候補医薬品
の有効性、安全性の観点から慎重に検討す
る。薬物の代謝動態や副作用など安全性に
は十分な配慮と注意が必要である。その上
で経済性の観点から薬価について加味して
検討する。地域フォーミュラリーは先発品
を排除するものではないが、後発医薬品が
選定されることが多い。これらは外来診療
でごく普通に処方される一般的な医薬品で
あり、患者の経済的な負担への配慮も大事
な視点である。さらに、薬剤の安定供給や
品質に関する検討も重要でありサプライチ
ェーンにも気を配ることが肝要である。サ
プライチェーンが１地域または１国などに
依存するのは薬剤供給の安定性からみて大
きなリスクとなる可能性がある。主要評価
項目や比較表をゼロから作るのは、どこで
もかなり苦労する。そこで日本海ヘルスケ
アネットの作成事例を日本海 HCN のホー
ムページ（https://nihonkai-healthcare.net）
に載せており、地域フォーミュラリーを策
定する際の参考にしていただきたい。 
地域フォーミュラリーを運用するにあた

り、その意味、策定された薬剤の選定経緯、
そのアウトカム評価を調べ、丁寧に地域の

すべての医療関係者に開示し、周知するこ
とが重要である。このことは今回のアンケ
ート結果からも明らかとなっている。さら
に最新の知見を踏まえたアップデートを危
惧する声もあり、このことからも地域フォ
ーミュラリーの運用においては、随時最新
のデータを反映させ、継続的にアップデー
トしていかなければならない。アップデー
トをするタイミングとしては、新薬が出た
時や、半年や１年毎に定期的に見直す必要
がある。酒田地区においては新型コロナの
影響で定期的な見直しが滞っていたが、今
後は半年ごとに行う予定である。 
地域フォーミュラリーは導入して終わり

ではなく導入がスタートである。地域フォ
ーミュラリーを通して、地域における薬物
療法の標準化と安全性が向上し、加えて医
療費の適切な削減に繋がり、それらは地域
包括ケアシステムの健全な維持に大きく貢
献するものと考える。 
 
E．結論 

 
今回の地域フォーミュラリーに関する医

師の意識調査を総括してみると、薬物療法
の標準化、安全性に対する高い意識など現
場における医師の真摯な考えを確認するこ
とができた。さらに患者の負担軽減、国の
医療費の節約という常識的な意識も極めて
高かった。また、山形県酒田地域における
２年間にわたる地域フォーミュラリー運用
においては患者の負担軽減、医療費の節約
効果が認められ、さらには診療所と病院で
の薬剤差異の解消が期待された。これらの
ことから今後、地域フォーミュラリーが地
域医療にとって必要不可欠なものとなる可
能性が極めて高いことが示唆された。 
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Ｆ．健康危険情報 
なし 

 
Ｇ．研究発表 

１．論文発表 
なし 

２．学会発表 
なし 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
なし 

２．実用新案登録 
なし 

３．その他 
なし 
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